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研究要旨 
分担研究1では、文献研究とエキスパート・パネルによる協議および心理士等の専門職（n=33）へのアンケー

ト調査の結果から、外来・入院のいずれにおいても、心理検査のフィードバックや報告書作成に診療報酬が設
定されていないこと、心理士の専門的業務が十分に評価されていないこと、現場の裁量やマンパワーに依存し
た運用体制等が大きな課題であることのほか、複数検査の同日算定や多職種連携、家族・院外関係者への情報
提供等、臨床ニーズに即した柔軟な対応が制度面で困難な現状も示唆された。 
分担研究2では、医療機関における心理検査の実施実態を明らかにし、心理検査の結果の活用可能性につい

て検討を行うことを目的にアンケート調査を実施し、回答が得られた710件のデータの分析を行った。その結
果をもとに、心理検査の実施や処理に要する時間や、実施目的、結果の活用、結果のフィードバックなどを詳
細に分析し、それらに影響する要因について検討を行った。医療機関で心理検査を行う際、目的に応じた心理
検査バッテリーを選定し、実施後に結果の処理を行い、総合所見を作成し、結果のフィードバック面接を行っ
ていた。心理検査の目的は診断補助ならびに診断書・意見書の作成のため、対象疾患は発達障害・精神疾患・
認知症が主であり、目的や対象については医療機関の種別による差は見られなかった。また、検査の実施だけ
ではなく、総合所見の作成および結果のフィードバックがなされることで、心理検査の結果が幅広く活用され
ていることが示唆された。ただし、心理検査の結果は、実施者の習熟度に影響されること、また医療収益以上
のコストを要することが課題として挙げられた。今後、心理検査が適正に実施・活用されるためには、検査者
の質の均一化が必要であり、継続的な技能研鑽が求められる。加えて、医療制度における心理検査のコストの
適正化など診療報酬上の体制整備も望まれる。 
分担研究3では、精神科領域の医療機関で行われる心理検査の活用実態や、公認心理師による直接的・間接

的フィードバックの有用性を明らかにするために、日頃心理検査を活用している医師（n=356）を対象としたW
eb調査（医師調査）と、医師から検査結果の説明を受けた後に、公認心理師から直接的フィードバックを受け
た患者（n=36）を対象とした一群事前事後比較試験（患者調査）を実施した。医師調査の結果、心理検査は医
師の診療や多職種連携・協働のみならず、患者に対する心理支援にも活用されていることが示唆された。また、
患者調査の結果、公認心理師による直接的フィードバック（フィードバック面接）は、患者のパーソナル・リ
カバリーの促進につながる効果が期待できることが示唆された。しかし、現行の診療報酬制度を考えると、直
接的フィードバックを医療機関で提供するには、医師と公認心理師の連携強化や公認心理師のスキルの向上に
加えて、診療報酬におけるフィードバック面接料の新設など、制度面の検討が急務であると思われた。 
分担研究4では、身体疾患患者に対する心理検査を行ったことのある公認心理師を対象に、身体疾患患者に

対する心理検査の実施実態について検討し、また身体疾患患者の治療に関わり、公認心理師との協働経験を有
する医療専門職を対象に、公認心理師による身体疾患患者に対する心理検査が患者理解や支援にどのように寄
与しているかを検討した。心理検査の実態調査では、入院、外来共に実施している心理検査で多かったのはMM
SE、長谷川式知能評価スケール、ウェクスラー式知能検査といった神経心理検査であった。心理検査のフィー
ドバックは、患者に対しては自己理解が促進されたのに対して、他職種向けでは患者対応への助言として有用
であった。入院下においては、観察法や面接法等の心理検査以外の心理アセスメントが行われることが多く、
これらのアセスメントを他職種と共に進めることでの活動がチーム医療における公認心理師の活動として、診
療報酬含め適切に評価されることが望まれる。また、医療専門職を対象とした調査では、心理検査の機能、評
価されている心理的側面、検査が活用されている医療領域など、16のサブグラフが抽出された。公認心理師に
よる身体疾患患者への心理検査は、心理状態や性格傾向、認知機能の把握に加え、生活史や家族背景、社会的
文脈などを含む多面的アセスメントを通じて、他職種による患者理解や支援方針の形成を支えていることが明
らかとなった。こうした心理アセスメントの実践は、チーム医療における公認心理師の役割を実証的に裏付け
るものであり、診療報酬を含む制度的評価の重要性を示唆する知見となった。 
以上の結果から、医師や看護職等の他職種を対象とした調査結果から、心理検査は、多職種チームの業務、
特に、診断、患者の心理特性・状態の把握、患者対応、地域連携（情報提供書類の作成）において有用性が示
唆された。心理師による心理検査結果の直接的フィードバックの実施には、医師との連携・協働が不可欠であ
ること、また、そうした体制で実施されるフィードバックには、患者の自己理解やリカバリーの促進、満足度
や治療意欲の向上という効果が期待されることが示唆された。心理検査の実施実態に関する調査結果から、現
行の診療報酬では、検査実施から報告書の作成に至る業務に見合った対価を医療機関が得ることが困難であり、
このことが、心理検査の有効活用の妨げになっている可能性がある。患者に必要な心理検査が十分に実施され
るようにするためには、診療報酬において、臨床心理・神経心理検査の区分や点数の改正、公認心理師による
心理検査結果の直接的フィードバックの評価新設等、実態に見合った評価の検討が必要である。 
 



 2 

研究分担者  
河野禎之  
筑波大学人間系助教 
東奈緒子 
 国立病院機構奈良医療センター 
リハビリテーション科心理療法士 
満田 大  
慶應義塾大学医学部共同研究員 
 
Ａ. 研究目的 
2015年に公認心理師法が成立し、わが国初の心理

学の国家資格制度（公認心理師制度）が始まった。精
神科領域の医療機関では、多くの公認心理師が心理
検査の実施、結果の分析、報告・フィードバック等の
心理検査業務に従事しているが、その活用可能性や
有用性については未だ十分に明らかになっていない。 
現行の診療報酬において臨床心理・神経心理検査

（心理検査）は、医師が自ら、または医師の指示によ
り他の従事者（例：公認心理師等）が自施設において
検査及び結果処理を行い、その結果に基づき医師が
自ら結果を分析した場合にのみ算定可能である。検
査実施と結果処理は報酬の対象になっている一方、
検査結果に関する公認心理師から医師及びその他の
医療スタッフへの報告、また、患者や家族への説明等
の業務とそれに不可欠な準備（例、報告書の作成）に
対する診療報酬上の対価はない。しかし実際には、多
くの公認心理師は、結果処理後、検査者としての所見
を加えた報告書を作成している。医療機関によって
は医師などの専門職向けの報告書とは別に、患者や
家族向けの報告を作成し、さらに、必要に応じて、そ
の報告書を用いて患者や家族に検査結果とそれに基
づく助言や相談を行なっている公認心理師は少なく
ない。こうした業務は、多職種連携・協働、さらには、
本人や関係者に対する心理支援（相談、助言・指導な
ど）における本質的な業務であるにもかかわらず、現
行では、これらの重要な業務に対する診療報酬上の
対価はないという深刻な問題がある。この問題の改
善は、医療機関の経営や公認心理師の雇用に係る重
大な問題であり、ひいては公認心理師制度の推進を
根幹から揺るがしかねない喫緊の課題である。この
課題に対する解決策を導くためには、心理検査の実
施や活用状況の実態、および心理検査を活用した公
認心理師の業務の有用性を様々な視点から明らかに
する必要がある。 
そこで、本研究は、以下の4つの分担研究を通じて、

医療機関における心理検査の実施実態と活用可能性
を明らかにし、将来の精神保健福祉行政で活用可能
な基礎データを提供することを目指した。 
1 分担研究1：研究分担者 河野禎之 
分担研究1では、国内外の文献レビューやエキスパ

ート・パネルに基づく議論により、医療機関における
心理検査の実施や活用に関する国内外の動向や、わ
が国におけるより効果的な活用可能性について具体
的な示唆を得ることを試みた。 
2 分担研究2：研究分担者 東奈緒子 
分担研究2では、公認心理師等を対象とした医療機

関における心理検査の実施および活用の状況に関す
る調査を実施し、医療機関における心理検査の実施
実態を明らかにするとともに、心理検査に期待され
る役割を検討することを試みた。 
3 分担研究3：研究分担者 松田 修 
分担研究３では、精神科領域の医療機関における

心理検査の活用可能性と有用性に関する医師調査と、

医師の診察とは別に公認心理師が患者に対して心理
検査の結果をもとに話し合うフィードバック面接の
有用性を検討することを試みた。 
4 分担研究4：研究分担者 満田 大 
分担研究4では、身体科領域の医療機関で公認心理
師によって実施される心理検査の報告やフィードバ
ックが、多職種連携やチーム医療において患者理解
や支援にどのように貢献しているかを調査し、当該
領域の医療機関における心理検査の有用性や活用可
能性を検討することを試みた。 
 
Ｂ．研究方法 
分担研究１では、国内外の文献レビューやエキス

パート・パネルに基づく議論と、その結果にもとづい
て作成したアンケート調査により、医療機関におけ
る心理検査の実施や活用に関する国内外の動向や効
果的な活用可能性を検討した。 
分担研究2では、公認心理師を対象とした医療機関

における心理検査の実施および活用の状況に関する
Web形式のアンケート調査を実施し、回答が得られた
710件のデータの単純集計やクロス集計、統計的検定
を行い、医療機関における心理検査の実施とその活
用の実態について検討した。 
分担研究３では、精神科領域の医療機関で行われ

る心理検査の活用実態や、公認心理師による直接的・
間接的フィードバックの有用性を明らかにするため
に、日頃心理検査を活用している医師を対象としたW
eb調査（医師調査）と、医師から検査結果の説明を受
けた後に、公認心理師から直接的フィードバックを
受けた患者を対象とした一群事前事後比較試験（患
者調査）を実施した。 
分担研究４では、身体疾患患者に対する心理検査

を行ったことのある公認心理師を対象に、身体疾患
患者に対する心理検査の実施実態について、オンラ
インによる調査を実施し、量的に検討を行った。また、
身体疾患患者の治療に関わり、公認心理師との協働
経験を有する医療専門職を対象に、公認心理師によ
る身体疾患患者に対する心理検査が患者理解や支援
にどのように寄与しているかについて、オンライン
によるインタビュー調査を実施し、質的な検討を行
った。 
（倫理面への配慮） 
分担研究1の研究のうち、人を対象とする調査に関

する研究計画については、東京都健康長寿医療セン
ター研究倫理審査委員会による承認を得た（整理番
号：R24-092）。 
分担研究2は、研究の目的と情報の匿名化、情報の管
理についての説明文を掲載し、研究参加への同意に
ついて確認した。また、研究参加に同意した後でも、
任意に撤回可能な旨を明記した。なお、分担研究2は
奈良医療センター倫理審査委員会にて2023年4月13
日に承認を得て実施された（採択番号：2023-12）。 
分担研究3の医師調査の研究計画については、上智

大学「人を対象とする研究」に関する倫理委員会によ
る審査を受け、承認を得た。また、分担研究3の患者
調査の研究計画は、上智大学「人を対象とする研究」
に関する倫理委員会（承認番号（原番号）：2023-10
7、2023-108）に加えて、国立精神・神経医療研究セ
ンター病院の倫理委員会にも研究計画の審査を依頼
し、いずれも承認を得た（承認番号：A2023-135）。 
分担研究4は、慶應義塾大学医学部倫理委員会の承
認のもと実施された（承認番号：20231179）。 
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Ｃ 研究結果 
1 分担研究1：研究分担者 河野禎之 
1）1年目 
医療現場のさまざまな領域において多様な検査が

臨床現場で用いられていることがあらためて明らか
になった。また、「WAIS-Ⅲ成人知能検査又はWAIS-Ⅳ
成人知能検査」は９つの領域すべてにおいて実施さ
れており、内訳でも「精神疾患全般」、「特定の精神
疾患等」、「小児の精神疾患」、「小児の身体疾患」
では回答の８割以上で実施されていたことから、医
療現場において最も実施・活用されている心理検査
であることが明らかに示された。くわえて、「バウム
テスト」も７つの領域で実施されており、「精神疾患
全般」、「小児の精神疾患」、「小児の身体疾患」を
中心に人格検査の中では最も実施・活用されている
ことが示された。これらの検査は診療報酬に算定さ
れている検査である一方、診療報酬外の検査であっ
ても、少なくとも２領域において積極的に実施・活用
されている現状も明らかにされた。 
これらのことから、本邦の医療機関における心理

検査の実施・活用の現状として、多様な検査が要心理
支援者のニーズに応じて実施・活用されていること、
そのなかでも「WAIS-Ⅲ成人知能検査又はWAIS-Ⅳ成
人知能検査」と「バウムテスト」は共通して広く実施・
活用されていること、診療報酬外の心理検査も要心
理支援者のニーズに応じて実施・活用されている現
状にあることの３点が考えられた。 
一方で、本研究では国内の全国調査を中心とした
先行研究のレビューから４つの課題の枠組み（①検
査に関する課題、②検査者に関する課題、③検査業務
や活用に関する課題、④検査環境に関する課題）を整
理した。上述した心理検査の実施・活用の現状を、こ
れら４つの枠組みから俯瞰すると、以下の点を論点
として提案できると考えられた。 
第一に、とくに①検査に関する課題や③検査業務

や活用に関する課題に関連するものとして、「WAIS-
Ⅲ成人知能検査又はWAIS-Ⅳ成人知能検査」や「バウ
ムテスト」といった頻繁に実施・活用されているニー
ズの高い検査について報酬が適正であるかという点
である。後述するように、国外の研究報告では検査の
実施のみならず、そのスコアリングやフィードバッ
ク等には多大なコストを要することは明らかである
が（Sweetら，2007；Mcraeら，2024）、そのコストに
見合うだけの利益があることも複数の報告から明確
に示されている（McClintockら，2021；Grutersら，
2022）。現状では、たとえば「WAIS-Ⅲ成人知能検査
又はWAIS-Ⅳ成人知能検査」は「操作と処理が極めて
複雑なもの」として450点、「バウムテスト」は「操
作が複雑なもの」として280点が設定されている。こ
れらが心理検査を巡る一連の行為の報酬として適正
なものであるかをあらためて検討する必要性は高い
と言える。 
第二に、とくに①検査に関する課題や④検査環境

に関する課題に関連するものとして、そもそも診療
報酬外の検査が実施・活用されている実態をどのと
らえるかという課題である。心理検査はさまざまな
目的のもとで実施されるが（松田・滝沢，2022）、い
ずれにせよ要心理支援者のニーズに合致することが
前提となる。そのため、診療報酬外の心理検査が複数
の領域で高い頻度で実施・活用されている現状は、そ
れだけ要心理支援者の問題解決のためには多様な心
理検査を採用する必要性があるという現場のニーズ
を反映したものと考えられる。今後も多様化・複雑化

する要心理支援者のニーズに応えるためにも、これ
らの心理検査に関する適正な保険収載や検査環境の
整備を進めることを検討する必要性は高いだろう。 
第三に、②検査者に関する課題や③検査業務や活

用に関する課題として、とくに国内外の動向を分析
するうえでも重視した「検査結果のフィードバック
に関する課題」がある。このことについて、海外では
すでに心理検査の実施・活用だけではなくフィード
バックに焦点を当てた研究論文として複数の調査が
実施されていた。くわえて、レビュー研究も実施され
ており、知見の蓄積が進んでいることが示唆された。
一方で本邦では調査報告書が主であり、研究論文と
しての報告は少なかったことからも、心理検査の実
施・活用に関する実態はいまだ不明な部分が多い現
状にあると考えられた。本邦の医療機関では、診療報
酬という公的保険制度による枠組みのなかで多くの
心理検査が実施されている現状にある。そのため、心
理検査の実施実態にくわえて、要心理支援者本人の
権利や利益に直結する「検査結果のフィードバック」
について一層の知見を積み重ねる必要があると考え
られる。 
 検査結果のフィードバックについて、今回のレビ
ューからはさらに「フィードバックの効果的な方法
とトレーニングの必要性」、「多職種間での情報共有
の重要性」、「フィードバックがもたらす効果測定の
重要性」が国内外の動向として重視されていると考
えられた。 
フィードバックの効果的な方法に関して、口頭で

の説明だけでなく書面による報告や情報提供の補助
ツールの利用が有効であることが、Grutersら（2022）
によるスコーピングレビューから指摘されていた。
現在ではDX（デジタル・トランスフォーメーション）
によりさまざまなデジタル・デバイスが心理検査に
おいても活用されている。書面を含め、これらのデバ
イスを活用したアプローチは、今後フィードバック
の理解を深めるために重要になることは明らかであ
り、要心理支援者やその家族、支援者への心理教育に
おいても有効な手段となると考えられる。 
フィードバックの技術を向上させるための体系的な
トレーニングの必要性も国際的に指摘されていた。
たとえば、Curry and Hanson（2010）では、多くの臨
床家がフィードバックのトレーニングが不十分であ
り、自己研鑽に依存している状況が示されていた。し
たがって、フィードバックの方法や質を向上させる
ための専門的なトレーニングや研修プログラムの提
供が本邦においても求められるといえる。 
多職種間での情報共有の重要性に関して、フィー

ドバックの対象は要心理支援者本人に限らないこと
が本研究のレビューからあらためて示された。たと
えば本邦の調査では、高齢者臨床の場において心理
検査結果の医師や介護職との共有が積極的に行われ
ており、これが日常生活支援に活用されることの重
要性が指摘されていた（一般社団法人日本臨床心理
士会第３期後期高齢者福祉委員会、2019）。同様に、
保護者や担任教諭といった要心理支援者を取り巻く
関係者へのフィードバックの重要性も示されていた
（郷間，2022）。国外の研究でも、心理検査の結果の
共有がクライエントやその家族に対しても積極的に
行われており、患者ケアの質を向上させるための重
要な要素とされていた（Smithら、2007）。誰に対し
てどのような結果をフィードバックし、どのような
支援を実現していくのか、そうした心理検査を活用
した支援全体の設計も心理検査に関わる専門性とし
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て今後問われてくると考えられる。 
これらの考察は、心理検査の結果のフィードバッ

クが単なる情報伝達ではなく、要心理支援者とその
家族、支援者が直面する多様な課題に対する具体的
な対応策を提供するための重要なプロセスであるこ
とを示唆している。しかし、繰り返しとなるが、本邦
においては心理検査の実施・活用に関する科学的な
知見は十分ではない。ここまでに示した課題にくわ
えて、海外で行われているような検査結果のフィー
ドバックによる効果測定を含め、心理検査が要心理
支援者・家族・支援者の予後や心理等に与える影響に
ついて、適切なプロトコルにもとづいた縦断的な追
跡調査等を実施する必要がある。その前提となる、よ
り詳細な本邦における心理検査の実施・活用に関す
る実態把握の調査も早期の実施が求められる。 
2）2年目 
心理検査の保険点数に関する現状と改善策につい

て、まず外来での心理検査は主に医師の診断・依頼か
ら始まり、心理士が検査バッテリーを組み、実施、主
に医師による口頭フィードバックとカルテ記載を経
て終了する流れが標準的であることが明らかとなっ
た。しかし現行制度では、心理士が行うフィードバッ
ク面接や報告書作成に対して保険点数（診療報酬）が
認められていない。これは、心理士の専門的知識と時
間的・労力的コストが正当に評価されていないこと
を意味しており、患者への説明責任（アカウンタビリ
ティ）の観点のほか、公平性や混合診療の観点から自
費徴収にも限界がある。さらに、実際の運用では複数
検査を組み合わせて行うことが多いにも関わらず、
それが十分に算定できない、保険収載検査が限定的
で実際の臨床ニーズと乖離している、医師による関
与が必須という制約がある、マンパワー不足や待機
期間の長期化といった多層的な課題が顕在化してい
ると考えられた。 
これらの課題を解決するには、たとえば（1）心理

士が行うフィードバックや報告書作成への診療報酬
加算の新設、（2）心理検査の検査点数の引き上げお
よび保険収載範囲の拡大、（3）複数検査の同日算定
容認、（4）院外や多職種向け報告書の算定対象拡大、
（5）心理士の専門性を評価する独自加算の導入、（6）
業務コストを考慮した診療報酬設計、（7）心理士に
よる裁量範囲の拡大など、多角的な制度改革が求め
られる。これにより、心理士の専門的活動の質と持続
性が担保され、患者や家族、医療チームに対してより
充実した支援が可能になると考えられた。 
次に入院場面でも外来同様、医師の依頼による心

理検査施行が標準的であるが、DPC病棟ではそもそも
心理士の介入自体が診療報酬の対象外となる場合が
多く、全科での公平な介入が困難であることが明ら
かとなった。また、検査自体の点数が低い・限定的で、
フィードバックや書面作成、他職種・多機関連携への
情報提供が診療報酬に反映されていない点も大きな
課題と考えられた。さらに、複数検査や繰り返し検査
実施時の算定制限や、児童・思春期や退院支援といっ
た特定状況への加算が認められていないといった実
態も判明した。くわえて、心理士以外のリハ職種によ
る検査実施や、常勤心理士不在の施設など多様な運
用が現場には存在しており、現行の点数制度が現場
実態に十分対応できていない現状が示唆された。 
こうした現状に対する改善策として、外来場面と
重複するが（1）心理士によるフィードバック面接や
書面作成・説明参加に対する診療報酬（加算）の新設、
（2）高負荷検査や実施頻度の高い検査への点数見直

しと保険収載範囲の拡大、（3）複数・繰り返し検査
の算定容認、（4）DPC病棟でも心理士介入が算定可能
な仕組みの整備、（5）児童・思春期・退院支援・家
族面談等への加算新設、（6）文書料等の加算または
自費徴収の柔軟な運用、（7）心理士による裁量範囲
の拡大などが求められる。これにより、入院患者に対
しても専門的な心理検査が持続的かつ公平に提供で
きる体制の構築が期待できる。 
心理検査のフィードバックに関する現状と改善策

については、外来場面においては、心理検査のフィー
ドバックは主治医による説明が基本となっており、
心理士によるフィードバックは標準化されておらず、
現場の裁量や患者・家族の希望に左右される状況が
明らかとなった。特に、フィードバック面接や書面交
付といった心理士の専門的業務に対して、診療報酬
の加算や保険点数が認められていない点が大きな課
題であることが示唆された。そのため、心理士が個別
にフィードバックを実施したくても、時間的・人的資
源が限られており、すべての患者に対して一貫した
支援を提供することが困難な状況にあると考えられ
た。また、家族へのフィードバックにおいても、患者
本人の同意取得が前提となることで運用が複雑化し
ており、特に成人では説明機会が制限されやすい現
状があることや、多職種連携や院外関係者への情報
提供も制度面や業務負担の観点から限定的であるこ
とがうかがえた。 
これらの現状を踏まえると、今後の改善策として

は、心理士によるフィードバック面接や書面交付に
対して保険点数や診療報酬を新設し、業務負担に見
合った評価がなされる体制づくりが必要となると考
えられた。加えて、患者や家族が安心して検査結果の
説明を受けられるよう、書面と口頭説明を組み合わ
せた分かりやすいフィードバックの標準化も求めら
れる。心理士の役割をより明確に位置づけ、心理士が
ルーチンでフィードバックに関与できる標準的な仕
組みの整備も重要であると考えられた。くわえて、家
族説明や多職種・院外関係者への情報提供に対して
も診療報酬が認められる枠組みの導入が求められる。
マンパワー確保や業務効率化のためのICT活用、多職
種連携の促進も今後の検討課題となると考えられた。 
入院場面においては、心理検査のフィードバック

は主治医が行うことがほとんどであり、心理士によ
る説明や面接は例外的な対応にとどまっていた。心
理士の専門的知見が十分に活かされていない現状の
背景には、診療報酬がフィードバックや文書提供に
対して設定されていないこと、マンパワー不足、そし
てフィードバック自体が主治医の裁量に委ねられて
いることなどが考えられた。特に、家族へのフィード
バックは個人情報保護の観点から患者本人の同意が
必須となるものの、実際には家族支援の必要性が高
い状況でも十分な支援が提供できていないケースが
認められた。また、医療チームや院外関係者への情報
共有についても、業務負担の増加や報酬の不在から
限定的となっている現状にあると考えられた。 
これらの現状を改善するためには、心理士による

フィードバック面接や文書交付について診療報酬や
加算が新設されることが望まれる。これにより、心理
士が全ての入院患者や家族に対して一貫して説明や
支援を提供できる体制づくりが可能となる。また、家
族支援については、患者の疾患特性や年齢、支援状況
に応じて、柔軟に説明や支援ができる法的・制度的枠
組みの整備が必要であると考えられた。さらに、多職
種カンファレンスやチームミーティング等への心理
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士の積極的な参加と、院外連携や文書提供にも診療
報酬が認められる仕組みを導入し、業務負担と報酬
のバランスを取ることが重要である。マンパワー確
保と業務分担の最適化、現場の需要に応じた心理士
の配置の見直しも今後の大きな課題と考えられた。 
 

2 分担研究2：研究分担者 東奈緒子 
1）1年目 
 心理検査の実施実態については、本研究の結果か
ら、医療機関で心理検査が実施される際には、まず目
的に応じたテストバッテリーを組み、次に複数の検
査を実施したのちに、その結果を処理し、最後に総合
所見を加えた結果報告書としてまとめていることが
明らかになった。単独の心理検査から分かることは
限定的であり、包括的な心理アセスメントを行うた
めには複数の心理検査を組み合わせることが必要だ
が、それにより検査の実施時間も相応に延長すると
考えられる。また心理検査は、実施だけでなく、採点
や記号化、統計処理などその過程は煩雑であり、実施
から報告書の作成までに時間を要する。さらに心理
検査の結果をただまとめるだけではなく、患者の成
育歴や家族歴、病歴などの周辺情報を統合的に解釈
し、予後や支援のための糸口など、今後の支援方針ま
でを加味した総合所見が作成されており、結果報告
書の完成までにはより一層時間を要すると考えられ
る。心理検査の結果のフィードバックを公認心理師
が行っている施設は多く、ほとんどの施設において、
検査を受けた患者本人を対象として行われていた。
日本公認心理師協会の調査(2022)からは、心理アセ
スメントのフィードバックが心理教育として位置づ
けられると指摘されていることから、心理検査所見
も心理教育の一助として活用されていると考えられ
る。また、心理検査の結果は患者家族や支援関係者に
もフィードバックされることがあり、日常生活支援
に寄与していると考えられる。 
心理検査の活用については、日本公認心理師協会

の調査結果(2022)と同様に、公認心理師の主たる業
務が心理検査である施設は全体の約3割にのぼり、心
理検査は精神科の病院だけでなく、一般病院や一般
診療所でも実施されている。さらに、公認心理師が在
籍する部署は、精神科や心療内科のみならず、リハビ
リテーション科や小児科、がん緩和関連診療科など
幅広く、心理検査が活用される分野も多岐にわたっ
ている。本調査から明らかになった医療機関におけ
る心理検査の目的は、以下の3つに大別される。①医
療機関内での活用を目的としており、診療補助(診断
補助)や治療経過の把握、多職種連携(ケースカンフ
ァレンスでの情報共有)に用いられる。②公的な書類
作成を目的としており、手帳や障害年金の申請、個別
支援計画書、教育支援判定、刑事責任能力の鑑定、医
療観察法鑑定、成年後見人制度、運転免許更新のため
の診断書などに用いられる。③患者理解を目的とし
ており、その人の長所や強みを知ることや、精神療法
や心理教育の導入のために用いられる。また、関係機
関との連携に際して、心理検査の結果が用いられる
場合もあり、福祉や教育、司法などさまざまな領域で
活用されている。心理検査の結果は、検査導入時の目
的以外へ転用されることも多く、医療従事者のより
深い患者理解を促進する場合や、患者自身が主体的
に治療へ参加するよう働きかける場合がある。さら
に心理検査の結果をもとに、家族や支援者の対応が
変化し、患者に応じた支援の提供へとつながる場合
もある。 

心理検査の課題については、心理検査の結果は幅
広く活用されており、ニーズの高さがうかがえるが、
心理検査の実施から結果のフィードバックまでには
煩雑な過程があり、時間がかかることが明らかとな
った。また、目的に応じてテストバッテリーを組み、
総合所見を作成している場合も多く、現在の診療報
酬では、それに見合うだけの収益が得られているか
は疑問が生じる。 
2）2年目 
昨年度に実施した調査結果から得られた調査デー

タのさらなる分析を行った結果、心理検査は医療機
関の種別にかかわらず、発達障害・精神疾患・認知症
を対象に、診断補助や診断書・意見書の作成を目的と
して行われていた。また、いずれの施設でも検査目的
に応じたテストバッテリーを組み、総合所見が作成
されることが多かった。複数の心理検査の結果を総
合的に解釈することで、結果の精度向上や、多角的な
考察につながり、治療への導入や多職種連携など、
様々な場面へ積極的に活用されていた。 
公認心理師が行う心理検査のフィードバック面接

は、多くの施設で、患者本人や患者家族を対象に、3
0分以上の時間を費やして実施されていた。 
次に、結果の数値化や統計処理を行う「換算ソフ

ト」の効果について検討を行ったところ、WISC-Ⅴ
で処理時間短縮の効果が認められた。 
さらに、常勤数と検査目的の関係について検討を

行ったところ、心理検査の実施目的数と在職する公
認心理師の常勤人数には、弱い正の相関がみられて
おり、雇用される公認心理師のうち、常勤職の数が多
い施設ほど、心理検査の実施目的が多岐にわたるこ
とが示唆された。 
 

3 分担研究3：研究分担者 松田 修 
1）1年目 
医師調査では自由記述の分析を行なった。その結

果、以下の点が示唆された。まず、診療対象別に医師
から寄せられた心理検査の活用状況や有用性および
問題点や課題について考察する。 
第一に、小児期・青年期の精神疾患の診療における

心理検査の活用に関する意見としては、診断や病態
理解のために大いに活用されている状況が示唆され
た。しかしその一方で、発達障害の診断で過度に心理
検査結果を重視しすぎる傾向に警鐘を鳴らす意見や、
診療報酬の低さに関する現実的な意見が寄せられた。
もとより、心理検査の結果のみで発達障害の診断が
できるわけはなく、診断基準を満たすかどうか、症状
の確認を医師が丁寧に行うことが不可欠であるのは
いうまでもない。また、心理検査、特に、知能検査や
認知機能検査のプロフィールから、特定の発達障害
を診断できるかのような誤解があるが、発達障害は
臨床像が多様であり、回答者からの意見にもあるよ
うに非定型なケースも多く、心理検査のみで判断し
ないことが必要である。この点は、発達障害のスクリ
ーニングに焦点を当てた心理検査や尺度の使用に際
しても重要であろう。さらに、結果の解釈や医師への
報告のあり方に関連する指摘もあった。例えば、個別
の得点だけでなく、子供がどのようにその答えを考
えたかなど、思考の過程に関する情報や、個々の得点
には表れない、検査場面での子供の様子に関する情
報が医師の診療にとって有用であるという意見があ
った。この点は、検査者の技量に関わる重要な指摘で
ある。実際、今回、検査者の技量に関する指摘もあっ
た。この点は、公認心理師養成や生涯教育に関する重
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要な指摘であると思われる。特に、小児期・青年期の
心理アセスメントでは、子供の心理特性や状態が家
庭生活や学校生活における子供の行動とどう関連し
ているのかを結びつけて考えることが必要とされる。
こうした心理社会的解釈（松田, 2022; 2023）の視
点からの解釈結果を含む報告書が、いかに医師の診
療にとって有用であるかが、今回改めて確認できた。 
第二に、成人期の精神疾患の診療における心理検

査の活用に関する意見としては、ごく稀に必要にな
るという意見がある一方で、ルーティン的に使用し
ている、あるいは、思春期や青年期の診療と同じよう
に活用している、などの意見もあった。有用性に関し
ては、心という目に見えない概念を可視化できるツ
ールとして活用したり、起訴前鑑定などで活用した
りしているという意見が寄せられた。成人期の精神
疾患の診療では、知能検査や発達検査だけでなく、パ
ーソナリティのアセスメントも有用であるとの意見
もあった。問題点・課題としては、点数を上げるべき
であるとか、心理検査の点数が低すぎて実施すると
きは赤字になる、といった切実な意見が寄せられた。
また、臨床的価値の乏しい検査が今なお残っている
との指摘もあった。いうまでもなく、信頼性や妥当性
の乏しい検査や、時代遅れの古い検査を使用するこ
とは決して望ましいことではない。公認心理師は自
分が実施する心理検査について、事前にその性能に
ついて理解しておく必要がある。こうした性能を検
査能（松田, 2022; 2023）という。ここには、構成概
念定義の正当性、信頼性、妥当性、臨床的有用性が含
まれる。心理検査の使用者は、少なくとも自分が使用
する心理検査の検査能については十分に理解し、患
者や医師からその点を尋ねられたら適切に説明でき
るようにしておかねばならない。また過去に診療で
有用と認められていた検査の中にも、今日ではその
価値が十分ではなくなった検査を漫然と使用し続け
る行為も問題である。自分の自己研鑽の不十分さを
理由に、時代遅れの心理検査の使用が医師の診療に
与える影響の大きさを考えれば、いかにそうした行
為が倫理的に問題のあることであるかは容易に理解
できるはずである。 
第三に、成人期の発達障害の診療における心理検

査の活用に関する意見としては、必須である、あるい
は、診断や病態把握に有用であるという意見が寄せ
られた。しかしその一方で、ここでも、診療報酬の仕
組みや経済的コストをめぐる問題や、成人期の発達
障害に対する心理検査が実施可能な機関が少ないこ
と、検査結果の解釈や活用に関する問題が指摘され
ていた。 
 第四に、認知症などの器質性精神障害の診療にお
ける心理検査の活用に関する意見としては、診断に
必須であるという意見や、HDS-Rのようなスクリーニ
ングテストであっても、尺度を構成する各項目の意
味を心理職が説明することが医師の診療に役立って
いるという意見、また、検査で明らかになった能力低
下と生活障害との関連を理解するのに心理検査が有
用であるという意見が寄せられた。しかしその一方
で、公認心理師を活用したいが、人材不足・マンパワ
ー不足があるという指摘や、社会的資源（おそらく人
材も含めたリソース）が限られているために、一部の
患者にしか検査を実施できていないという課題が指
摘された。世界に類を見ない超高齢社会であるにも
かかわらず、日本の心理学系の大学には、老年臨床心
理学を専門とする教員は少ない。公認心理師カリキ
ュラムには、発達心理学や福祉心理学があり、その中

で認知症を扱うことはあるが、老年心理学や老年臨
床心理学という科目は含まれていない。また、器質性
精神障害のアセスメントに不可欠な臨床神経心理学
の手法に関する実践的な学習の機会も十分とはいえ
ない現状がある。高齢者の心理臨床や臨床神経心理
学の実践に関する教育の充実と、この分野にも強い
公認心理師の要請が今後の大きな課題であると思わ
れる。 
次に、心理検査報告書のあり方に関する意見につ

いては、医師向けの報告のほかに、本人向けの報告書
を作成し、患者の自己理解の促進や患者を支える関
係者の患者理解を助けるのに活用しているという意
見があった。こうした意見から推察されるように、本
人や関係者に対する検査結果の説明は、患者自身の
リカバリーや自己決定をサポートしたり、関係者の
患者理解を促したりするのに有用である。しかしそ
の一方で、問題点・課題も指摘された。報告書の作成
に関しては、検査の実施から報告までにかかるコス
トに見合った対価が得られないことや、そもそも報
告書の作成に時間がかかり数をこなせないといった
意見が寄せられた。また、報告書の内容に関して、検
査データの過剰解釈とも言える記述への懸念を指摘
する意見が寄せられた。さらに、検査中の振る舞いや
態度に関する行動観察の記録と、それらを加味した
総合的な所見を含めることが、医師によって有用で
あることを示唆する意見も寄せられた。検査中の患
者の様子は、検査者だけが観察している貴重な情報
である。得点だけからはわからない患者の思考のパ
ターンや問題解決の仕方、ストレスに直面した際の
対処スタイル、社会性やコミュニケーションの特徴
など、検査状況で観察した患者の行動から、多くの貴
重な情報を得ることができる。また、検査得点の意味
を判断する上でも検査態度や意欲は重要な影響要因
として解釈に活かすべきであり、こうした情報を加
味した総合的な解釈の結果を所見として報告するこ
とが医師の診療にとって有用であることが、今回の
調査から改めて確認された。 
 フィードバック面接に関する意見に関して、公認
心理師等の心理職によるフィードバック面接につい
て、「必要だと思わない」と回答した医師がその理由
として指摘したのが、説明者によって患者に伝える
内容が異なると患者が混乱するからとする意見が寄
せられた。また、医師と心理職の解釈が異なる可能性
もあることや、臨床症状の解釈を含めた診断的知識
が心理職に必要とする意見も寄せられた。これらの
点は、医師と公認心理師の事前協議や連携の重要性
を示唆する意見であると思われた。「どちらともいえ
ない」と回答した医師は、その理由として、医師と心
理職の連携をめぐる問題、フィードバックが患者に
与える影響への懸念、心理職の技量の問題、診療報酬
にフィードバック面接のコストが反映されていない
ことの問題、そして、ケースにより必要な場合もあれ
ばそうでない場合もあるとする現実的な意見が寄せ
られた。一方、公認心理師によるフィードバック面接
が「必要だ」という意見の医師からは、その理由とし
て、個々の患者に合わせて説明することが可能にな
るから、心理療法やカウンセリングの導入になるか
ら、医師が心理検査について精通しているわけでは
ないから、すでに公認心理師によるフィードバック
を行っているから、などの意見が寄せられた。加えて、
公認心理師によるフィードバック面接は必要としつ
つも、そのあり方について課題もあるとする重要な
意見もあった。その中には、上述の対価の問題、医師
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と心理職の事前協議の必要性、心理職の技量に関す
る課題があった。これらの指摘は、公認心理師の業務
として、心理検査結果のフィードバック面接が位置
付けられることを目指している筆者らに重要な示唆
を与えるものであると考える。 
最後に、精神科における心理検査の活用について

意見を求めたところ、診療報酬をめぐる意見、検査者
の技量に関する意見、人材不足に関する意見、心理職
の待遇に関する意見、心理検査に関する医師の学習
機会の必要性を指摘する意見、医師と心理職の連携
に関する意見、その他、心理検査の活用やあり方など
に関する意見など、多数の意見が寄せられた。 
診療報酬と心理職の待遇そして人材不足の問題は
相互に関連する現実的問題である。検査者の技量や、
診療報酬の裏付けの強化やデジタル化といった今後
のあり方に関する意見は、臨床心理学の教育研究に
関わる重要な意見として受け止める必要がある。さ
らに、医師との連携に関する意見は、多職種協働・チ
ーム医療の推進という観点からも重要な指摘である。
医師が心理検査について学ぶ機会を充実させること
も課題として指摘された。精神医学の標準的な教科
書を見ると、心理検査に関する記述はあるものの、最
新の医療機器を使用した臨床検査に比べて、情報は
少なく、しかも、その内容は古く、最新の情報にアッ
プデートされていない場合がある。ほとんどの教科
書に掲載されているWechsler知能検査は、2024年3月
現在、国際的にはWPPSI-IV、WAIS-IV、WISC-Vが最新
版であるが、一部のテキストにはいまだに古いバー
ジョンが掲載されたままである。これでは医師の心
理検査に関する理解に不足が生じるのはやむを得な
い。医療機器は日進月歩で進化している。他の医療機
器に比べて歩みは遅いが、心理検査も着実に進化し
ている。心理検査に関する最新の情報を他職種に伝
えることも、公認心理師の重要な役割であると思わ
れる。 
 全体として、心理検査の活用における課題として
共通して指摘されていたのは、診療報酬に関する経
済的な問題と、検査者の力量の差に関する指摘であ
った。まず、診療報酬の点数が低すぎるため、実施す
ればするほど赤字になるという意見や、保険診療で
はなく自費で検査を行う場合はどうしても高額にな
るため、検査を拒否されるなど、診療のために必要な
心理検査が経済的問題のために実施できないという
窮状を指摘する意見が少なくなかった。こうした切
実な情報は一刻も早く改善しなければならない。次
に、検査者の力量の差を指摘する意見も、決して無視
できない重要な指摘であると思われた。心理検査は、
患者とのコミュニケーションを通じて、心という物
理的にその存在を視認することのできない対象を測
定するツールである。測定対象は、理論的に定義され
た構成概念である。そして、実際の測定は、その構成
概念を反映すると仮定される行動のサンプルである。
サンプリングのために、検査者は、あらかじめ用意さ
れた刺激（質問、図版、課題など）を患者に提示し、
そこで生じた反応を測定する。この過程では、刺激提
示の仕方や反応（行動）の記録や採点に関する高度な
技能が必要である。加えて、心という自らの内面を調
べられる検査は、多くの患者にとって侵襲的な体験
となりやすいことから、検査時の患者の心理状態を
安定させるための技能も検査者に不可欠である。 
松田（2022；2023）は、心理検査の結果の精度を左
右するのは、検査自体の性能である検査能と、それを
使用する検査者の力量である検査者能（面接能、測定

能、評価能、報告能、管理能）にとって左右されると
述べている。今回の回答の中にも、検査として臨床的
に価値の乏しいものが残っているという検査能に対
する指摘や、検査者の技能格差の大きさという検査
者能に関する指摘があった。報告のあり方に関して
は、検査データから物を言いすぎるとか、報告までに
時間がかかりすぎるなど、解釈能や報告能に関わる
課題も指摘された。心理検査を使いこなせる公認心
理師の存在が精神科領域の医療機関における診療の
質向上にとっていかに重要かが、今回の医師の意見
を分析して、改めて確認されたといえる。 
患者調査では、令和5年度は具体的な調査は行われ

なかったが、フィードバック面接の有用性を評価す
る尺度を作成することができた。検討の結果、使用す
る尺度は、公認心理師によるフィードバック面接に
対する満足度、自己理解の促進、治療意欲の向上、リ
カバリーに関する項目によって構成することとした。 
2）2年目 
分担研究3では次の点が明らかになった。医師調査

の結果、「認知症などの器質性精神障害や発達障害を
除く成人期の精神疾患」に対する業務（例、診断と治
療、意見書などの作成）で心理検査が「非常に役立っ
ている」と回答した医師は約44%から約49%だったが、
「小児期・青年期の精神疾患」、「成人期の発達障害」、
「認知症などの器質性精神障害」に対する業務では、
医師の約63%から約72%が「非常に役立っている」と回
答した。多職種連携・協働に関しては、医師の約31%
から約44%が非常に役立っていると回答した。医師の
約90%が、公認心理師による直接的フィードバックが、
すべての患者に対してではないが、必要な場合があ
ると回答した。「自身の患者の中にフィードバック面
接を受けたことのある患者がいる」と回答した医師
(n=240)にどのような点で有用だったかを尋ねたと
ころ、約54%が「患者が自身の病状を理解するのに」、
約48%が「患者が自身の健康な部分や強みを理解する
のに」、約46%が「患者が自身の悩みごとにどう対処
したらよいかを考えるのに」、公認心理師による直接
的フィードバックが「非常に役に立った」と回答した。 
患者調査では直接的フィードバックの有用性を一
群事前事後比較試験によって検討した。患者には、約
50分のフィードバック面接を実施し、その前後に面
接の有用性を評価する10項目の尺度への回答を求め
た。その結果、面接前後の有用性尺度の合計得点及び
各項目の得点に有意差が認められ、いずれも面接前
よりも面接後の得点が高かった。また、合計得点の効
果量の絶対値は1.408で、大きな効果が認められた。
項目別でも、1項目を除いて、残りの9項目の効果量の
絶対値は0.850以上と、大きな効果を示す結果であっ
た。これらの結果から、公認心理師の直接的フィード
バックには、患者の自己理解の促進、治療意欲の向上、
日常生活や社会生活の困難への対応など、パーソナ
ル・リカバリ−の促進につながる効果が期待できるこ
とが示唆された。 
 
4 分担研究4：研究分担者 満田 大 
1）1年目  
勤務先の心理業務において、業務における身体疾
患患者に対する心理検査業務（所見、フィードバック
含む）の割合は、中央値10%であった。 
身体疾患患者に対する心理検査の依頼経路に関し

て、最も高い割合だったのは、主科である身体科から
の依頼（71.4%）で、次いで所属している診療科から
の依頼（44.9%）、リハビリスタッフやワーカーなど
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のメディカルスタッフからの依頼（23.5%）であった。
その他では、心理職が必要と判断し主治医や所属チ
ームに相談の上実施するケース（7%）が見られた。 
身体疾患患者に対する心理検査の実施状況に関し

て、これまでに実施したことのある検査は、入院、外
来それぞれで以下の通りだった。入院では、長谷川式
知能評価スケールが73.5%で最も多く、その後の上位
4つはMMSE（72.4%）、ウェクスラー式成人知能検査（W
AIS-R、Ⅲ、Ⅳ；53.1%）、前頭葉評価バッテリー（F
AB；41.8%）、バウムテスト（32.7%）の順で、神経心
理検査の割合が多かった。検査リストにない自由記
述では、COGNISTAT、MOCA-J、TEG、WMS-R、ADASとい
った認知機能検査や性格検査が多かった。心理検査
を実施したことがないとの割合は8.2%であった。 
外来では、MMSEが65.3%で最も多く、MMSEに続く上
位は長谷川式知能評価スケール（63.3%）、ウェクス
ラー式成人知能検査（62.2%）、前頭葉評価バッテリ
ー（46.9%）、バウムテスト（38.8%）で、入院と概ね
同じ並びであった。自由記述では、ADAS、MOCA-J、W
MS-R、COGNISTAT、BADS、TMTといった神経心理検査が
多かった。心理検査を実施したことがない割合は13.
3%であった。 
身体疾患患者に対する心理検査の直近1年の施行

件数に関して、入院では、長谷川式知能評価スケール
が2007件（中央値5.0、最小値0-最大値800）で最も多
かった。その後の上位4つはMMSE（1246件、中央値5.
0、最小値0-最大値200）、前頭葉評価バッテリー（6
71件、中央値4.0、最小値0-最大値200）、バウムテス
ト（390件、中央値2.1、最小値0-最大値100）、ウェ
クスラー式成人知能検査（224件、中央値1.0、最小値
0-最大値120）であったが、実施件数に関しては、施
設間でばらつきが多かった。 
外来では、MMSEが3428件と最も多かった（中央値5.

0、最小値0-最大値550）。MMSEに次いで、長谷川式知
能評価スケールが2820件（中央値4.5、最小値0-最大
値550）、前頭葉評価バッテリーが1762件（中央値3.
0、最小値0-最大値350）、ウェクスラー式児童用知能
検査（WISC-R、Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ）が492件（中央値5.0、最
小値0-最大値100）、リバーミード行動記憶検査が47
5件（中央値3.0、最小値0-最大値150）で上位を占め
た。実施件数については、施設間でばらつきが多かっ
た。 
心理検査の目的に関して、「心理特性や心理状態の
把握」が76.5%で最も多く、順に「支援方針の策定」
が74.5%、「患者の長所や強みを知るため」が56.1%、
「意思決定支援（意思決定能力の評価を含む）」が5
1.0%、「診断書作成」が46.9%、「心理療法や心理教
育の導入」が24.5%であった。その他では、診断補助
の項目が多かった。 
患者への心理検査のフィードバックの形式につい

て（複数回答可）、「必要に応じて心理師がフィード
バック面接を行う」が51.0%で最も多く、次いで「フ
ィードバック面接は行わない（記録のみ）」が28.6%、
「毎回心理師がフィードバック面接を行う」が20.4%
の順であった。 
他職種への心理検査のフィードバックの形式につ

いて（複数回答可）、カルテ記載が98.0%で最も多く、
次いで口頭での報告（85.7%）、カンファレンス（56.
1%）、その他（6.1%）の順であった。その他では、他
職種用に所見を作成する等がみられた。 
心理検査のフィードバックがどのように役に立っ

ているかについての項目に関して（複数回答可）、患
者へのフィードバックでは、患者の自己理解促進が8

2.7%で最も多く、次いで患者の長所や強みの理解が7
0.4%、行動変容が33.7%、その他19.4%であった。その
他では、患者の理解促進や社会資源の導入、同意能力
評価や治療方針の一助、などがみられた。他職種への
フィードバックでは、他職種の患者対応への助言（7
7.6%）と患者の心理特性や心理状態の把握（75.5%）
がほぼ同じ割合で、患者との治療・支援方針の共有が
70.4%、患者の長所や強みの理解が63.3%、意思決定支
援（意思決定能力の評価を含む）が62.2%、多職種連
携が54.1%と続いた。 
身体疾患患者に対する心理検査の実施が困難な場

合に、心理検査以外の方法（観察法や面接法など）で
心理アセスメントを行う頻度がどのくらいあるかに
ついては、入院で「とてもよくある」と回答した割合
が53.1%であったのに対して、外来では32.7%と、入院
では心理検査以外の方法で心理アセスメントをして
いる割合が多かった。 
2）2年目  
分担研究4では次の点が明らかになった。テキスト

マイニングによる探索的な検討を通じて、共起ネッ
トワーク分析により16のサブグラフが抽出された。1
6のサブグラフは、それぞれ「心理検査による患者の
心理状態・特性の理解ならびに他職種による対応へ
の助言」「心理検査を含む心理アセスメントの活用」
「カンファレンス等を通じた心理検査の結果の共有
によるチーム医療の強化」「心理検査による客観的デ
ータと治療判断のサポート」「心理検査による患者の
長所や強みの理解」「患者の性格傾向の理解と対応へ
の助言」「発達障害患者への心理検査と対応への助言」
「患者の認知機能評価と臨床的活用」「循環器疾患患
者に対する心理検査とリハビリスタッフとの協働」
「腎代替療法選択支援における心理アセスメント」
「慢性疾患患者の療養支援における心理アセスメン
ト」「移植領域における心理アセスメントと心理支援」
「栄養指導における心理検査と対応への助言」「身体
科領域における公認心理師」「身体疾患患者の心理的
ケアと支援体制」「公認心理師による他職種への即時
的対応」と命名した。 
 
Ｄ．考察 
1 分担研究1：研究分担者 河野禎之 
本研究の結果から、外来・入院のいずれの場面にお

いても、心理検査に関わる診療報酬の未整備、フィー
ドバック提供の標準化の欠如、心理士の専門性に見
合った制度的評価の不足等が主要な課題として明ら
かとなった。くわえて、複数検査や多職種連携、家族
支援など臨床現場の実態に即した柔軟な運用が求め
られているにもかかわらず、現行の診療報酬体系や
運用制度が十分に対応しきれていない現状も明らか
となった。今後は、心理士が担うフィードバック面接
や報告書作成などの専門的業務に対して、診療報酬
や加算の新設を含む制度的評価を早急に進めること
が不可欠である。さらに、患者・家族が安心して検査
結果の説明を受けられるよう、口頭と書面による丁
寧なフィードバックの標準化、家族支援や多職種・院
外関係者への情報提供に対する報酬化といった制度
設計が求められる。あわせて、マンパワーの確保やI
CT活用、多職種協働の促進なども検討していく必要
がある。 
 
2 分担研究2：研究分担者 東奈緒子 
本研究の結果から、医療機関における心理検査の

実施プロセスとして、目的に見合った心理検査バッ
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テリーの選定、実施と結果の処理、総合所見を加えた
結果報告書作成、フィードバック面接の実施までが
含まれており、時間的・人的コストがかかっているこ
とが明らかになった。また、検査結果の数値だけでな
く患者の成育歴や生活歴を加味し、今後の支援方針
までを見据えた総合所見の作成と、適切なフィード
バックがなされることによって、心理検査の結果は
医療機関内だけでなく、その他の領域でも幅広く活
用されることが示唆された。また、分析結果から、検
査者である公認心理師が常勤職として複数名配置さ
れていることで、心理検査の活用の幅が広がること
が示唆された。 
一方、心理検査の実施時間や結果の処理時間のば

らつきが大きいことが課題であり、その要因として、
検査者の習熟度の違いや、雇用形態の差が影響して
いることが推察される。心理検査が適正に実施・活用
されるためには、検査者の継続的な技能研鑽が求め
られる。加えて、医療制度における心理検査のコスト
の適正化など診療報酬上の体制整備も望まれる。 
 
3 分担研究3：研究分担者 松田 修 
  本研究の結果、医師の多くが、心理検査の有用性を
認めていることが示唆された。また、一群事前事後試
験の結果、公認心理師による直接的フィードバック
は、患者のリカバリーの促進を目指した心理支援と
しても活用できることが示唆された。面接前後の有
用性尺度の合計得点及び項目別得点には有意差が認
められ、また、効果量も大きな値であった。この結果、
医師との連携のもとで行われる直接的フィードバッ
クには、患者の満足度、自己理解、治療意欲の向上、
日常生活や社会生活における困りごとへの対処など、
パーソナル・リカバリーにつながる効果が期待でき
ることが示唆された。これらの業務を推進するため
には、医師と公認⼼理師の連携強化や公認⼼理師の
スキルの向上に加えて、現行の診療報酬制度の改正
が急務であると考えられた。具体的には、臨床心理・
神経心理検査の点数の改正、公認心理師による直接
的フィードバックの評価新設等、実態に見合った改
正の検討が必要である。 
 
4 分担研究4：研究分担者 満田 大 
本研究の結果から、心理検査によって患者の心理

状態や心理特性、認知機能が明らかになることで、他
職種が患者を多面的に理解し、新たな対応を試みる
きっかけとなるなど、患者対応への提案に繋がって
いることが示唆された。また、心理検査単独というよ
りも心理検査以外の心理アセスメント（面接法や観
察法など）が患者理解や支援に役立っているとの回
答も多く、心理検査を含む心理アセスメントが身体
科領域で有用であることも示唆された。さらに、公認
心理師による身体疾患患者への心理検査は、心理状
態や性格傾向、認知機能の把握に加え、生活史や家族
背景、社会的文脈などを含む多面的アセスメントを
通じて、他職種による患者理解や支援方針の形成を
支えていることが明らかとなった。こうした心理ア
セスメントの実践は、チーム医療における公認心理
師の役割を実証的に裏付けるものであり、診療報酬
を含む制度的評価の重要性が示唆された。 
 
 
Ｅ. 結論 
本研究の結果、以下の点が示唆された。 

1. 文献研究とエキスパート・パネルによる協議お

よびアンケート調査の結果から、外来・入院のい

ずれにおいても、心理検査のフィードバックや

報告書作成に診療報酬が設定されていないこと、

心理士の専門的業務が十分に評価されていない

こと、現場の裁量やマンパワーに依存した運用

体制等が大きな課題であることのほか、複数検

査の同日算定や多職種連携、家族・院外関係者へ

の情報提供等、臨床ニーズに即した柔軟な対応

が制度面で困難な現状も示唆された。 
2. 医師や看護職等の他職種を対象とした調査結果

から、心理検査は、多職種チームの業務、特に、
診断、患者の心理特性・状態の把握、患者対応、
地域連携（情報提供書類の作成）において有用性
が示唆された。 

3. 公認心理師による心理検査結果の直接的フィー
ドバックの実施には、医師との連携・協働が不可
欠であること、また、そうした体制で実施される
直接的フィードバックには、患者の満足度、自己
理解、治療意欲の向上、日常生活や社会生活にお
ける困りごとへの対処など、パーソナル・リカバ
リーにつながる効果が期待できることが示唆さ
れた。 

4. 心理検査の実施実態に関する調査結果から、現
行の診療報酬では、検査実施から報告書の作成
に至る業務に見合った対価を医療機関が得るこ
とが困難であり、このことが、心理検査の有効活
用の妨げになっている可能性がある。 

5. 患者に必要な心理検査が十分に実施・活用され
るようにするためには、診療報酬において、臨床
心理・神経心理検査の区分や点数の改正、公認心
理師による心理検査結果の直接的フィードバッ
クの評価新設等、実態に見合った評価の検討が
必要である 
 
 

Ｆ．健康危険情報 
該当なし 

 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
① 満田 大（2024）チーム医療におけるストレス―

公認心理師の立場から― ストレス科学  38
（3）：463－474. 

 
2.  学会発表 
① 東奈緒子、坂東和晃、壁屋康洋、花村温子、今村
扶美（2024）臨床心理・神経心理検査の活用に関
する研究－医療機関における実態調査からの考
察.日本心理臨床学会第43回大会 ポスター発表.
日本心理臨床学会第43回大会発表論文集p309. 

② 松田 修（2024）残存機能に焦点を当てた心理支
援： ノーマライゼーションの具現化を目指して.
 第43回日本認知症学会学術集会 シンポジウム
２ アルツハイマー病（型認知症）の心理的サポ
ートと心理療法.  第43回日本認知症学会学術
集会プログラム・抄録集p80. 

  
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 
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該当なし 
 
 
 2. 実用新案登録 
該当なし 

 
 3.その他 
該当なし 

 
 
 
 
 
 
 
 

 


